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児童福祉法に基づく主に重症心身障害児を通わせる児童発達支援の事業等を  

介護保険法令に基づく療養通所介護事業所において実施する場合の取扱について 

 

 

 在宅で暮らす重症心身障害児・者が、身近な地域で日中安心・安全に過ごす場を確保

することは喫緊の課題です。 

このため、これまで補助事業として実施されてきた「重症心身障害児（者）通園事業」

について、平成 22 年 12 月 10 日に公布された「障がい者制度改革推進本部等における

検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支

援するための関係法律の整備に関する法律」（平成 22 年法律第 71 号）により、障害者

自立支援法及び児童福祉法の一部を改正（以下「改正法」という。）し、本年４月から

児童福祉法に基づく障害児通所支援（児童発達支援又は放課後等デイサービス）又は障

害者自立支援法に基づく生活介護（以下「主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達

支援等」という。）として法定事業となりましたが、さらに、医療的ニーズの高い重症

心身障害児・者の受入の促進を図る観点から、今般、介護保険法令に基づく療養通所介

護事業所において、主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援等を実施する場合

の取扱いについて、下記のとおりまとめましたので、ご留意の上遺漏のないようお願い

するとともに、障害福祉主管課及び介護保険主管課が連携を密にして医療的ニーズの高

い在宅重症心身障害児・者のサービス基盤の整備に努めていただきますようお願いしま

す。 

なお、各都道府県においては、貴管内市町村に周知を図るようご配慮願います。 

 

記 

 

１ 主旨 

   療養通所介護事業所において、主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援

等を実施する場合の取扱いを示し、医療的ニーズの高い重症心身障害児・者の地域

での受入を促進し、ＱＯＬの向上及び介護者等のレスパイトを推進する。 

       



 

 

２ 指定基準（別添参照） 

（１）利用定員 

療養通所介護事業所が定める利用定員内で、主に重症心身障害児・者を通わせ

る児童発達支援等の定員（５人以上）を定めることができる。ただし、療養通所

介護事業所の職員配置とは別に主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援

等に必要な職員を確保する場合は、その限りではない。 

なお、主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援等の利用人数が定員を

満たさない場合は、療養通所介護事業所の定員を上限として要介護者を受け入れ

ることができる。 

以下、療養通所介護事業所の利用定員内で実施する場合についての取扱につい

てお示しする。 

 

（２）人員に関する基準 

療養通所介護事業の基準を満たす従業者のうち（療養通所介護事業と主に重症

心身障害児・者を通わせる児童発達支援等の利用者の合計数に対して１.５：１の

配置が必要）、主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援等の基準の要件を

満たす従業者を確保していることが必要である。 

また、従業者とは別に管理者及び児童発達支援管理責任者を確保していること

が必要である。管理者が児童発達支援管理責任者を兼務することは差し支えない

が、児童福祉法に基づく児童発達支援センターの認可を受け実施する場合は、児

童発達支援管理責任者専任加算は算定できない。一方、児童発達支援センターで

ない事業所の場合は、兼務であっても専任加算は算定できる。 

  

（３）設備に関する基準 

 主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援等に係る設備については、利

用者の支援に支障がなければ、療養通所介護事業の設備と兼用することが可能で

ある。 

 

３ 報酬 

  児童福祉法に基づく報酬の算定にあたっては、主に重症心身障害児・者を通わせ

る児童発達支援等の定員区分で算定すること。 

 

４ 具体的な例 

定員９名の療養通所介護事業所において、定員５名の主に重症心身障害児を通わ

せる児童発達支援を行う場合、療養通所介護に必要な職員６名のうち、看護師、児

童指導員又は保育士及び機能訓練担当職員（理学療法士又は作業療法士でなくても

可。）がそれぞれ１名以上配置していれば、児童福祉法の指定は可能である。 

また、併せて生活介護の事業を一体的に行う場合は、看護職員（保健師又は看護



師若しくは准看護師をいう。）、生活支援員及び理学療法士又は作業療法士（機能訓

練を行う場合に限る。）をそれぞれ１名以上配置することが必要であるが、児童発達

支援に係る従業者と兼務であっても差し支えない。 

上記従業者の他、管理者及び児童発達支援管理責任者（一体的に行う生活介護の

場合にあってはサービス管理責任者となる。児童発達支援管理責任者と兼務しても

差し支えない。）の配置が別途必要である。なお、管理者が児童発達支援管理者を兼

務しても差し支えない。 

児童福祉法又は障害者自立支援法の報酬を算定する際の定員規模については、障

害児の場合には主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援等の定員５名の区

分を、障害者の場合は生活介護の定員２０名以内の区分を適用する。また、事業所

が児童福祉法に基づく児童発達支援センターの認可を受けなければ、管理者が児童

発達支援管理責任者を兼務しても、児童発達支援管理責任者専任配置加算は算定で

きる。 

なお、主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援等の利用人数が５名以下

の場合は、療養通所介護事業の定員９名を超えない範囲で要介護者４名以上を受け

入れることが可能である。 

 

 

 

 

 

  
本件連絡先 
 

【障害福祉関係】 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

障害福祉課地域移行・障害児支援室 

障害児支援係 

（電 話）03-5253-1111(内線 3037) 

 
 
【介護保険関係】 

厚生労働省老健局省老人保健課 

看護係 

（電 話）03-5253-1111(内線 3962) 

 



（別添） 

「療養通所介護」と「主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援等」の指定基準の概要 

項  目 療養通所介護 

主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援等 

主に重症心身障害児を通わせる児童発達支

援・放課後等デイサービス 

主に重症心身障害者を通わせる生活介護事

業 

定  員 

９名以下（H24.4～） 

（最大利用可能人数であり、職員配

置を求める定員ではない） 

５名以上 

（左記定員のうち上記定員を設定可能） 

（上記定員に満たない場合は、左記定員を上限として要介護者の受入が可能） 

人 

員 

配 

置 

管 理 者 １名（看護師：兼務可） １名（左記との兼務可） 

嘱 託 医  － １名（特に要件なし） 

従 業 者 

看護師又は介護職員 

（利用人数に応じて１.５：１の職員

を配置） 

（定員内で利用者外の者を受け入れ

る場合、利用者合計数に応じて 

１.５：１を満たす配置が必要） 

・児童指導員又は保育士１以上 

・看護師１以上 

・機能訓練担当職員１以上 

提供時間帯を通じて配置 

・生活支援員 

・看護職員 

・理学療法士又は作業療法士（実施する場合） 

上記職員の総数は、障害程度区分毎に規定 

（例：平均区分５以上の場合、３：１） 

（左記と一体的に配置することが可能） 

支援管理責任者  － 
児童発達支援管理責任者１名 

（管理職との兼務可能。専任加算あり） 

サービス管理責任者１名 

（管理者及び左記との兼務可能） 

設  備 
・専用部屋（6.4㎡／人） 

・必要な設備（兼用可） 
指導訓練室の他、必要な設備（左記と兼用可） 

※ 主に重症心身障害児・者を通わせる場合、児童発達支援及び放課後等デイサービス、生活介護を一体的に運営することが可能。 

※ 主に重症心身障害児・者を通わせる場合、療養通所介護事業の人員基準に規定のない「児童指導員又は保育士」と「児童発達支援管理責任者」又

は「サービス管理責任者」の配置が必要。「児童発達支援管理者」又は「サービス管理責任者」は、管理者との兼務が可能。 

※「機能訓練担当職員」は理学療法士又は作業療法士でなくても可能。「生活支援員」は特に資格要件なし。 


